
千葉県では、障害福祉圏域（15圏域）毎に保健・医療・福祉・当事者・行政等に
よる協議の場を設置し、各圏域の実務者会議で検討を重ね、代表者会議で検討した取
組方針を受け、地域の実情に応じた取組をすすめていくこととしています。

引き続き関連施策として、精神障害者地域移行・地域定着協力病院認定事業、相談
支援従事者専門コース別研修（精神障害者支援）事業、精神障害者ピアサポート専門
員養成研修事業、社会復帰促進事業（地域障害者交流会）、障害者グループホーム等
支援事業（県単独事業）、中核地域生活支援センター事業（県単独事業）、精神科救
急医療整備事業等を新型コロナウイルス感染症対策を講じた新しい生活様式での事業
展開予定です。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業
「自治体状況共有」シート

精神障害のある方が安心して自分らしく
暮らすことができる地域包括ケアシステ
ムの構築を目指して

千葉県

令和２年４月１日現在
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千葉県

１ 県又は政令市・特別区の基礎情報

基本情報（都道府県等情報）

千葉県

取組内容

・千葉県総合支援協議会

・精神障害者地域生活支援専門部会

・千葉県精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業

・精神障害者地域移行・地域定着協力病院認定事業

・相談支援従事者専門コース別研修（精神障害者支援）事業

・千葉県精神障害者ピアサポート専門員養成研修事業

・社会復帰促進事業（地域障害者交流会）

・障害者グループホーム等支援事業

・中核地域生活支援センター事業

・精神科救急医療システム整備事業 など

※政令市（千葉市）を除く
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要①（全体）

千葉県

１．精神障害のある方が、安心して自分らしく暮らすことを目指し、「千葉県精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築推進事業」を官民協働により推進していきます。

①障害保健福祉圏域ごとに、地域特性に応じた以下の事業を実施します（選択制）。
・精神障害者の住まいの確保支援に係る事業 （R1年度実績：9/15圏域）
・ピアサポートの活用に係る事業 （R1年度実績：11/15圏域）
・入院中の精神障害者の地域移行に係る事業 （R1年度実績：14/15圏域）
・精神障害者の家族支援に係る事業 （R1年度実績：11/15圏域）
・精神障害者の地域移行関係職員に対する研修に係る事業 （R1年度実績：14/15圏域）
・包括ケアシステムの構築状況の評価に係る事業 （R1年度実績：8/15圏域）
・普及啓発に係る事業（R1年度実績：9/15圏域）
・その他、地域特性に応じ必要とされる事業 （R1年度実績：8/15圏域）

②障害保健福祉圏域ごとに、地域ニーズに応じた事業を検討・評価する以下の会議体を開催
します。
・代表者会議（年１回程度）
・実務者会議（月１回程度）
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要②（全体）

千葉県

２．県では、以下の関連施策を継続実施します。

①精神障害者地域移行・地域定着協力病院認定事業（R1年度実績：25病院認定）

地域移行・地域定着支援に協力的な病院を認定していきます。

②相談支援従事者専門コース別研修（精神障害者支援）事業（R1年度実績：67名終了）

障害のある人やその家族等からの相談に応じる相談支援従事者等を対象に、国より必須と
されている研修以外の専門的研修等を行うことにより、相談支援従事者の専門的知識の取得、
スキルアップ等を目指していきます。

➂精神障害者ピアサポート専門員養成研修事業（R1年度実績：13名終了）

自らの当事者性を活かしながら他の当事者を支援する「ピアサポート専門員」を養成し、研修
終了後に雇用されることを目指していきます。

④社会復帰促進事業（地域障害者交流会） （R1年度実績：3回開催延196名参加）

当事者、企業、障害福祉関係団体職員等を対象とし、情報共有や社会参加の機会創出を目
指していきます。
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要➂（全体）

千葉県

２．県では、以下の関連施策を継続実施します。（つづき）

⑤障害者グループホーム等支援事業
障害保健福祉圏域ごとに障害者グループホーム等支援ワーカーを配置し、グループホーム

等のバックアップ体制を強化し、その量的拡充と質的向上を図り、グループホーム等で暮らす
障害者の生活の質の向上と、施設入所者、在宅障害者等のグループホーム等を利用した地
域生活への移行の促進を目指していきます。

⑥中核地域生活支援センター事業
障害保健福祉圏域ごとに、子ども、障害者、高齢者等、誰もがありのままに、その人らしく地

域で暮らすことができる地域社会を実現するため、中核地域生活支援センターを設置し、24時
間３６５日体制で福祉サービスのコーディネート・福祉の総合相談・権利擁護を行い、地域住民
の福祉向上を図っていきます。

⑥精神科救急医療システム整備事業
精神症状の急激な悪化等の緊急時における適切な医療の機会を確保できるよう、「千葉県

精神科救急医療システム」により、夜間休日の精神医療相談に応じ、精神科救急医療を提供
する医療機関相互間の連携を確保するための体制整備を図っていきます。
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H16～H17 H18～H23 H2４～H26 H27～H29 H30～

千葉県

３

❖精神障害者
退院促進支援
事業開始

❖マディソンモデル活用

支援事業※

（H17～H19)

地域体制整備コーディネーターの配置 圏域連携コーディネーターを配置

❖精神障害者地域移行支援事業
※障害保健福祉圏域毎に精神障害者地域移行支援協議会を設

置。H16年度に船橋圏域においてスタートし、H2４年度
より全ての圏域において実施。

❖精神障害者地域移行・地域定着協
力病院認定事業（H27年度末～）

❖意見交換会
（H22～）

❖精神障害者地域移行推進専門部会（H24～)

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進に向けた取組の経緯（抜粋）

❖精神障害にも
対応した地域
包括ケアシス
テム構築推進
事業

❖精神障害者ピアサポート専門員
養成事業（H27～)

❖障害者グループホーム等支援事業（県単独事業）（H17～）

❖中核地域生活支援センター事業（県単独事業）（H16年度途中～）

❖遠隔地退院支援

事業（H25～）

❖精神障害者

アウトリーチ推進事業
（H2４～H26）

※「マディソンモデル活用支援事業」・・・米国ウィスコンシン州のデーン郡成人精神保健システムをモデルとした、千葉県単独の「障害のある方がその人らしく地域で暮ら
せる社会を作ること」を目的とした事業。クラブハウス、クライシスハウス、ACT、就労支援コーディネーター等の社会資源について、モデル圏域で創設した。
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千葉県

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和元年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（R元年度当初）

実績値
（R元年度末）

具体的な成果・効果

①障害保健福祉圏域ごとに、代表者会議を設
置し、開催する。 １５圏域 １５圏域

②障害保健福祉圏域ごとに、実務者会議を設
置し、開催する。 １５圏域 １５圏域

③各圏域で前年度まで行ってきた取組を継続
する。 １５圏域 １５圏域

県障害者福祉推進課、精神保健福祉セ
ンター、保健所、市町村、受託事業所が
連携し、取組を継続することができた。

＜取組例＞
 精神科病院内で入院患者とピアサポーターとの交流会の実施
 精神科病院職員や地域関係職員を対象とした、地域移行制度等についての勉強会の開催
 ピアサポート養成講座の開催
 地域住民を含めた映画上映会やフォーラムの開催
 圏域内の社会資源マップを作成し、関係機関へ配布
 地元不動産業者との交流や空き部屋等についての意見交換会の実施
 事例検討会の実施 など
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千葉県

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
１．関連事業で醸成された障害者に対する地域生活支援体制の土壌
２．障害保健福祉圏域ごとに設置された会議体（実務者会議・代表者会議）

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

各圏域の取組状況にばらつき
がある

設置された会議体が機能し、取組が推進さ
れるように、県は受託事業所や保健所職員
等への支援（研修や情報共有及び意見交
換の場の開催等）を行う。

行政 受託事業所と協働で事業を実施する。

医療 事業実施に主体的に協力する。

福祉
事業の主旨を理解し、地域課題やニーズに応じ
た事業展開を図る。

その他関係機関・住民等 事業実施に主体的に協力する。

コロナ禍での事業展開につい
て

新型コロナウイルス感染症対策を講じた会
議開催方針を決定し、情報共有及び意見
交換の場を開催する。

行政
コロナ禍における取組の情報収集・情報共有を
行う。

医療 事業実施に主体的に協力する。

福祉
事業の主旨を理解し、地域課題やニーズに応じ
た事業展開を図る。

その他関係機関・住民等 事業実施に主体的に協力する。

※指標設定が困難な場合は、代替指標や定性的な文言でも構いません。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和２年度末）

見込んでいる成果・効果

① 1回開催

②

③

県主催の圏域連携コーディネーター
会議の活用

研修や意見交換を行い、受託事業者や
保健所職員のスキルアップを図り、取組
推進を目指す。

年２回程度
開催予定
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千葉県

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

通年

R2年
7月、3月頃

各圏域における取組の
推進

圏域連携コーディネー
ター会議の開催

実務者会議で検討を重ね、代表者会議で決定した取組を新た
に推進する。

県は、各圏域連携コーディネーター、保健所職員を対象とした
会議を開催し、情報共有や意見交換、研修を行う。
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